	複合型特別養護老人ホーム(地域密着型介護老人福祉施設)
公募に係るQ&A


· 文中の複合型特養は複合型特別養護老人ホーム（地域密着型介護老人福祉施設）、小規模特養は地域密着

型介護老人福祉施設、GHはグループホーム、多機能は小規模多機能型居宅介護の略
	ＮＯ
	項目
	質問
	回答

	1-1
	応募方法
	公募に関する資料はどうすれば入手できますか。
	北九州市役所本庁舎９F介護保険課の窓口で配布しています。なお、公募説明会資料（詳しい募集内容）は、ホームページからダウンロードもできます。（PDFファイル）

	1-2
	応募方法
	様式集はダウンロードできないのですか。
	様式集はダウンロードに対応していません。事前に電話連絡のうえ、フロッピーディスクを窓口へご持参いただくか、電子メールで請求ください。電子ファイルはExcel、Wordです。請求のメールのタイトルは、「複合型特養公募の応募様式請求（社会福祉法人○○）」などとしてください。
請求の期限はありませんが、応募書類の提出期限に間に合うよう、なるべく早めに請求ください。また、請求したつもりだが介護保険課から様式が送付されないなどの場合は、お手数ですが電話等で状況を確認ください。
なお、昨年度以前の公募とは異なる様式もありますので、必ず今回お渡しした様式をお使い下さい。
【電子メールでの請求先】

保健福祉局介護保険課高齢者福祉施設係
E-mail　　ho-kaigo@city.kitakyushu.lg.jp

	1-3
	応募方法
	説明会に参加していなくても応募はできますか。
	応募できます。
説明会参加の有無は問いません。
ただし、応募書類の提出をもって、応募者が応募条件などの公募内容を承諾したものとみなしますので、公募説明会資料を入手し、内容を熟読のうえ、ご応募ください。

	1-4
	応募方法
	申込意向確認書を提出していなくても応募できますか。
	応募できます。
申込意向確認書提出の有無は問いません。ただし、申込意向確認書をご提出いただいた方には、申込意向確認書に記載のあった住所宛にQ&Aや参考資料等をお送りすることがありますので、提出をお願いしています。申込意向確認書の提出期限を過ぎていても構いませんので、開設予定地の位置図とともに提出してください。
なお、応募書類は必ず期限までに提出してください。

	1-5
	応募方法
	応募書類の提出部数は何部ですか。
	正本1部のほか、副本2部（正本のコピー一式）の提出が必要です。部数が足りない場合は不足部数分の提出を求めますので、ご注意ください。

	1-6
	応募方法
	応募書類中の「運営方針等の提案について」（提案書）にページをうつ必要はありますか。
	１ページ目から通し番号でページをうってください（添付資料を含む）。

	1-7
	応募方法
	応募書類をファイリングする際、インデックスは必要ですか。
	書類番号入りの仕切紙（白紙にインデックスを貼ったもので可）をはさみ、「提出様式一覧表（チェック用）」に記載の書類番号順にDリングファイルに綴って提出してください。
その際、提出書類に漏れがないか必ず確認してください。書類に漏れがある場合は、審査できないこともありますので、ご注意ください。

	1-8
	応募方法
	小規模特養単独の応募はだめですか。
	できません。
今回の募集は、小規模特養、ＧＨ、多機能と併せ、介護予防の拠点と地域交流の場としてのサロンを設けた複合型の施設とします。

	2-1
	複数応募
	一つの法人が複数の場所で応募できますか。
	応募できます。

ただし、全ての提案が同時に実現できる資金や人員確保が必要です。また、それぞれの地域や事業所の特性に応じた具体的な提案を行ってください。

	2-2
	複数応募
	同一の場所で複数の法人が応募できますか。（同一サービス種別の場合）
	応募できます。

ただし、評価が高い事業者が選定されることとなります。なお、全ての事業者が一定基準を満たしていない場合は、どの事業者も選定されない場合もあります。

	2-3
	複数応募
	同一の法人が同一の圏域（行政区）、同一のサービス種別で複数箇所応募できますか。
	応募できます。

ただし、同じ圏域（行政区）に応募した他法人を含め全体で審査を行いますので、評価の高い事業者が選定されることとなります。

なお、全ての事業者が一定の基準を満たしていない場合は、どの事業者も選定されない場合があります。

	2-4
	その他
	他の法人が現在地の事業等を行っている建物で応募ができますか。
	【既存事業を廃止して建物全体を利用する場合】
応募時に確実に当該建物が利用できるということを挙証できる資料を提出していただけるのであれば、応募は可能です。現在運営を行っている法人が事業を廃止する意思があるのか、また利用者がいる場合に利用者の処遇等に支障はないか、建築基準法上転用は問題ないのかなど事業実施に問題がないかを確認の上、応募してください。

【既存事業と併設して建物の一部を利用する場合】
改修が必要な場合は、現に利用している利用者への処遇に支障がないかなど検討する必要があります。現在運営を行っている法人に確認を行ってください。
また、建物の構造によっては、設備基準を満たすことができない場合など併設が困難な場合がありますので、ご注意ください。

	3
	地元住民等への説明
	隣接地権者・地元住民への説明はどの範囲で行う必要がありますか。
	説明会資料にも掲載していますが、地権者の範囲については道路や水路などを隔てた地権者も含みます。地元住民の範囲や説明の方法（説明会開催、戸別訪問等）については、円滑に事業を開始することが目的であるので、地域の実情を把握し、それぞれの法人にて判断してください。

また、説明の不足等により地元からの苦情等が発生した場合、対応については応募者に行っていただくことになりますので、応募前に十分な説明を行うとともに、開設までの期間についても随時、必要な説明を行ってください。

	4-1
	公募審査
	（複合型特養公募説明会資料ｐ１２・１０・②の解釈の確認）

応募書類に不備があった場合、即欠格となり、委員会に諮られることなく落選するのですか。
	書類審査の際に不備が発覚した場合は、その旨を応募者に連絡します。その後、介護保険課が指示する期限までに書類の差替え等が完了せず、評価基準への適合が判断できない場合は、委員会付議ができず、結果として落選することがあります。提出書類に不備がないかどうかは、書類の提出前にあらかじめ応募者側で十分に確認ください。

	4-2
	公募審査
	（複合型特養公募説明会資料ｐ１２・１０・③の解釈の確認）

公募選定後に図面変更を行った場合は、審査結果にかかわらず「不適」とみなされるのですか。
	公募の審査において、図面審査については重要な部分を占めており、審査終了後にその変更を行うことは、原則認められません。（委員会から変更し改善すべきとの指摘があった場合や、委員会が特に変更の必要性を認める場合等を除く。）

また、今回の公募からは補助事業としての都合上、公募選定後は迅速に工事着工に向けた手続きを進めていただく必要があるため、現場職員の意見の反映や各種法令への適合など、事前に必要な確認をしたうえでの図面を、応募期限までに提出してください。

	4-3
	公募審査
	選定された事業者が辞退した場合は次点繰上げで選定されることはありますか。
	次点繰上げは行いません。

	5-1
	補助等
	公募には応募するが、建設補助金は申請しないということは可能ですか。
	可能です。建築業者との契約が既に成立している場合、既に着工している場合などは、補助の対象にはなりません。（疑義がある場合は、お問い合わせ下さい。）

	5-2
	補助等
	建設補助申請を行なう場合、建築工事を行う者等の制限はありますか。
	建設補助金を使用する事業となる場合、建築工事の工事業者選定を市の入札の取扱に準じていただくことや、公募選定前に着工できないことなどの注意点があります。（建築工事の工事業者は、任意に選定できません。）
入札や補助申請など、公募選定後の手続きについての詳細は、公募選定結果の公表時に選定法人に対して説明の機会を設けますが、応募前に確認の必要がある場合は個別に質問票ＦＡＸを送付ください。

なお、補助金申請をする場合もしない場合も、応募書類中の建築工事費の見積書は、設計事務所によるものを提出いただくこととなっていますので、ご注意ください。

	5-3
	補助等
	収支計画について応募書類に記載する際、補助金分をどのように記載したらよいですか。
	補助金申請をする予定の者は、説明会での説明どおり、便宜上昨年度の基礎単価、特養4000万円・ＧＨ1,500万円・多機能1,500万円で計算してください。（国における２１年度の交付金制度の大幅見直しを受け、単価が増額する可能性が出てきていますが、確定事項ではないため、公募の応募書類上は、昨年度の基礎単価のままとしてください。公募選定後の補助金申請の際の取扱いについては、選定後に別途指示します。）
補助金申請をしない予定の者は、０円としてください。

	5-4
	補助等
	独立行政法人福祉医療機構の福祉貸付については、社会福祉法人設立予定の者は対象にならないのですか。
	基本的には、対象となります。
福祉医療機構においては、随時融資相談を行っています。融資の希望がある場合は、福祉医療機構パンフレットの内容を理解のうえ、小規模特養・ＧＨ・多機能の3点セットで整備計画・資金計画・図面をもとに応募前に相談し、融資限度額・償還計画等について事前確認下さい。既に工事着工している場合等は、原則融資の対象にはならないので、ご注意ください。

（パンフレット・ホームページ等で融資制度の概要を理解のうえ、下記へお問い合わせ下さい。）

　★福祉医療機構連絡先★

福祉医療機構大阪支店　　℡０６－６２５２－０２１６



	5-5
	補助等
	ＧＨに関して、建設補助金を申請する場合、家賃額の設定に留意事項はありますか。
	金額を設定する際に勘案すべき事項として、以下のものがあります。

・事業所の建設費用（修繕・維持費用等を含み、補助の有無についても勘案すること）

・近隣の類似施設における金額設定の平均的な水準

応募書類の提出後、補助の件についてどのように勘案し、金額設定をしているのか、追加で根拠資料を求めることがあります。

	6
	開設場所
	「開設予定地が市街化調整区域にある場合であっても直ちに建設が可能な場所に限って応募を認めることがあるので、応募前に建築都市局宅地指導課に建設可能であることを確認すること（説明会資料ｐ５・８）」とあるが、応募してよいかどうかを、どのように判断したらよいのですか。
	今回の複合型特養公募は、原則平成２２年度末までに工事を完了し、介護保険法に基づく指定を受けることを要件としています。開設に関連のある全ての法令に係る手続きの調整を経て、工事を完了されることが必要となっています。
　ここで、市街化調整区域を予定地とする場合は、公募選定後、都市計画法に基づく開発許可等の手続きが必要となります。（開発許可の場合は建築に着手できるようになるまで約６～９か月を要します）都市計画法の許可については、建築都市局宅地指導課が担当していますので、許可を受けられる案件、要する期間等を事前相談・確認し、上記スケジュール内で工事完了が可能かを判断されたうえで、公募に応募ください。

	7-1
	その他
	他の法人が現在他の事業等を行っている建物で応募ができますか。
	【既存事業を廃止して建物全体を利用する場合】

応募時に確実に当該建物が利用できるということを挙証できる資料を提出していただけるのであれば、応募は可能です。

現在運営を行っている法人が事業を廃止する意思があるのか、また利用者がいる場合に利用者の処遇等に支障はないか、建築基準法上転用は問題ないのかなど事業実施に問題がないかを確認の上、応募してください。
【既存事業と併設して建物の一部を利用する場合】

改修が必要な場合は、現に利用している利用者への処遇に支障がないかなど検討する必要があります。現在運営を行っている法人に確認を行ってください。

また、建物の構造によっては、設備基準を満たすことができないなど、併設が困難な場合がありますので、ご注意ください。

	7-2
	その他
	応募期限が８月１７日であるが、１０月１日分の残高証明はいつまでに提出すればよいのでしょうか。
	１０月１日分の残高証明については、１０月７日(水)までに介護保険課高齢者福祉施設係に提出を行ってください。








